
第 132回伊達市災害対策本部会議 
平成 24年 8月 7日（火） 

10時 00分～ 

保原庁舎 2階応接室 

 
1 放射能対策関係 
（1）除染業務の進捗状況について 
 
 
 
 
 
 
（2）除染推進センターだより（第 6号）の発行について 
 
 
 
 
 
 
 
2 その他 
（1）第 275・276回福島県災害対策本部会議の概要について 
 
 
 
 
 
 
（2）災害対策号（第 63号）の発行について 
 
 
 
 
 
 
 
次回  8/21（火）   15時 30分 ～ 
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第 132回本部会議の概要について 

 

1 実施日時等 
平成 24年 8月 7日（火） 10：00～10：45 

2 内容 
1 放射能対策関係 
（1）除染業務の進捗状況について 

放射能対策課長が資料により説明した。 

生活圏の除染（Aエリア）について、保原町富成 2区で仮置場の造成が始まったなど、保原町

富成、保原町柱沢、霊山町掛田、霊山町小国、霊山町石田東部・月舘町東部の計 5工区で作業

が進んでいる。7月 31日からは、霊山町下小国広畑の戸建住宅の除染が始まった。 

仮置場の確保状況は、前回（7 月 23 日）報告時点に比べ、箇所数にして 2 箇所、面積にして

21,272㎡の増加である。仮置場の想定必要面積 100,000㎡に対し、78,107㎡の確保となった。 

しかしながら、この数値は即、想定必要面積の 78％に相当する面積の仮置場を確保したもので

はない。他地区からの廃棄物受け入れは拒否されているため、現時点で、実質的に仮置きでき

る土地の面積は、78％より低くなる。仮置場の確保状況に関する資料の表記は、次回までに検

討したい。詳しい数値等、詳細は別添資料のとおりである。 

（市民生活部長） 

仮置場の確保状況としては、資料に掲載した契約済み面積のほかに、契約見込みの面積として、

保原町柱沢で約 3,000㎡、保原町富成で 10,000㎡を超す面積確保の目途が立っている。また、

各総合支所には、B エリアに係る仮置場の候補地の申出がされており、現地確認作業をして、

次回の会議には具体的な状況を報告したいと考えている。 

（市長） 

保原町柱沢で約 3,000㎡の仮置場確保の目途が立ったということは、非常に大きな前進である

と捉えている。課題としては、やはり、仮置場に他地区の廃棄物を受け入れないということ。

理想としては、地区単位から大字単位、更には市全体で仮置場における廃棄物の受け入れに融

通を利かせる、他地区の廃棄物も受け入れを容認していただくことである。自地区の仮置場に

他地区の廃棄物を持込むことについて、感情的に拒絶することはわからなくもないが、科学的

には何ら問題の無いことである。引き続き努力いただきたい。 

 

（2）除染推進センターだより（第 6号）の発行について 

放射能対策課長が資料により説明した。 

センターだよりの紙面作成は、今号から、専門業者に取材・編集を委託している。線量低減化

活動と仮置場の視察を主として紙面を組み立てた。 

裏面は、前号同様「自家用農産物のモニタリング調査結果」である。月舘地区のブルーベリー、

石田地区のたけのこ、下手渡地区の梅干が 100Bq/kgを超えた。 

（市長） 

推進センターだよりには、Cエリアの除染に関する記事も掲載されるよう調整されたい。 



 

- 2 - 
 

2 その他 
（1）第 275・276回福島県災害対策本部会議の概要について 

市民生活部長が資料により説明した。 

第 275回の県本部会議では、県が実施した県産材製材品の表面線量検査結果、第 276回では、

福島県環境放射線モニタリング調査（集会所第 2回）実施計画と「ふくしまの赤ちゃん電話健

康相談」窓口の相談状況について報告されている。詳細は、別添資料のとおりである。 

 

（2）災害対策号（第 63号）の発行について 

秘書広報課広報広聴係長が資料により説明した。 

（市長） 

今災害対策号 2p にも掲載したように、旧泉原小学校体育館を利用した屋内遊び場を、小学生

及び未就学児とその保護者を対象に解放している。夏休みということも相まって非常に好評で

あるが、更に別の施設で同様の取り組みを行う調整は進んでいるか。 

（こども部長） 

協議中である。なお、旧泉原小学校の体育館には 6台のエアコンが取り付けられた。 

（市長） 

当初、旧泉原小学校の屋内遊び場は 1年間に限ったものとして計画していたが、放射能が収ま

ったからといって取り組みを終える性質のものではないと考えている。今後も継続的に取り組

んではどうか。 

屋内遊び場を訪れた方の意見には、屋内だけでなく、外でも遊べるようにしてほしいといった

意見がある。もっとも、その保護者に対しては、「学校の校庭で十分大丈夫ですよ」と答えた。

例えば、「学校の校庭や外でサッカーをしたり野球をしたりといったことは、どこでもできま

すよ」というのが我々の答えであろう。 

そうすると、もはや屋内遊び場はいらないのではないか、という話になってしまうが、屋内遊

び場はまた別の目的も持って取り組むということである。 

例えば、我々が子どもだった頃とは違い、直接土の上に寝転ぶとかではなく、衛生的な室内で

子どもたちが、特に乳幼児等が遊べる環境を持つということがひとつの目的である。 

2 つ目としては、まちおこしの一環として、おじいちゃんおばあちゃん世代が集まる施設とあ

わせて、子どもの屋内遊び場のような設備があれば、高齢者と子どもの交流が進み、地域の活

性化策にできるのではないかということである。 

 

（健康福祉部次長） 

今災害対策号 3p に掲載したが、ホールボディカウンターによる内部被ばく検査の体制拡充を

行い、敬仁会中野病院における 8月 10日（金）からの検査開始を皮切りに実施することで進

めているので報告する。 

（市長） 

ホールボディカウンターに関連して、全市民に配布する積算線量計（ガラスバッジ）の配布は

終えたのか。 

（健康福祉部次長） 

ほぼ終えたものとして把握している。正確に確認し、後ほど報告したい。 
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（市長） 

積算線量計は、7 月に配布すると広報しているので、市民によって配布された時期が大幅に異

なることは避けたい。できるだけ配布の時期はあわせて測定できればよいと考えている。積算

線量計やホールボディカウンターの個人別の集計・管理、例えば職業別とか、地域別といった

集計が今後行えるように打合せを進めていただきたい。 

様々な方から意見を聞く機会があるが、積算線量計を配布したり、ホールボディカウンターに

よる検査を受けたりという具体的な放射能対策の取組みは、市民にとっては安心感にも似た形

で捉えられているようだ。 

 

積算線量計のうち 12,000人分は交付金、54,000人分は市の自主財源により対応している。こ

のことは良く覚えておいてほしい。つまり、国の基準によれば、伊達市全市民を対象とした積

算線量測定は実施する必要がないということであるが、当市が全市民の測定を実施する意義は

ある。それは、ひとつは市民に安心感を与えることであったり、もうひとつは、線量をきちん

と管理する取組みを行い、一定の効果なり測定の成果をあげ、このことを国に認めてもらうこ

とである。 

したがって、積算線量計やホールボディカウンターによる取組みは、測定を徹底することや、

測定によって得た資料の管理をきちんと行うことで、取組みが必要であったことの根拠を示し、

交付金の対象になるべき性質のものであったということが証明できるよう事務を進めてほし

い。交付金の対象のなるように要望を出すことも必要であるが、実績や効果を示し、要求する

ことも必要である。 

 

現在、当市の除染アドバイザーに就いていただいている田中氏が、今後、国会の人事案同意に

より、環境省の外局として設置される予定の原子力規制委員会委員長に就くと思われる。まだ

決定したものではないが、田中氏からは、国の機関の委員長になれば、当市の除染アドバイザ

ーを続けるということも難しくなってしまうため、その際はアドバイザーの身を引きたいとの

お話しがあった。田中氏がそうした役職に就かれることは非常に適任であると個人的には考え

ている。 

新たな顧問の先生という考えは現段階で具体的なものはない。田中氏には、基本的な方向性を

指導していただいたと考えているし、当市本部員も発災直後に比べれば、知識もついたと考え

ている。 

田中氏はそうした職に就かれる予定であるから、我々は自ら今後考えを持って対応していかな

ければならない。なんとか対応できると考えている。引き続きよろしくお願いしたい。 

 

 

《次回本部会議》 

平成 24年 8月 21日（火） 15時 30分～ 

本庁舎 2階 応接室において 

（文責：石川 智史） 


